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　平成 17 年 12 月、文部科学省は「e-Japan 戦略の目
標達成に向けて －教育の情報化の推進のためのアク
ションプラン－」を開始した。これは、2001 年から


























































































































































ことで、CM やテレビ番組等で使われる BGM の効果と
製作者の意図を感じ取ることができるようになること
が目的であった。児童たちは意欲的に取り組み、今後
【タイトル】：親子で語ろう！テレビの見方―総務省メデ
ィアリテラシー教材を通して―
【本授業のねらい】：
・ニュース番組がどのように報道されるかによって、伝
わるメッセージが変化することに気づく。
・ 番組を分析する視点を持つ。また、本授業を通して、
「テレビの見方」を考えるきっかけとする。
【授業進行】
○ ステップ１（導入）５分
問いかけ：「ところでみんな何時間ぐらい TV を見てい
る？テレビの見方を勉強したことある？」
○ステップ２（ニュース番組の視聴）
ニュース番組の比較：まずは、普段テレビを見ているの
と同じように、「何気なく」視聴する。
　１，２，３班　Aテレビ局　「ニュースの林」
　４，５，６班　Bテレビ局　「ハイパーニュース」
　７，８，９班　Cテレビ局　「ニュースプラス」
※「奥山県里山村でのクマ出没騒動」、この事件自体は
真実として捉えるが、各テレビ局がニュースとして報道
したときに、それぞれに違いがある。同じ事件を取り上
げているのに、各局は、どのように違うのか、どうして
伝え方がちがうのかを考える。
○ステップ３（グループで番組の検討）
　個人で書き取った番組分析の視点をグループ内で検討
して、グループで１つの提示用シートにまとめる。
　この検討には、保護者や各グループに割り当てたファ
シリテーターも議論に加わる。
○ステップ４（全体で番組の検討）
　各グループでまとめた番組分析の視点を全体に掲示
し、指導者と共に３局のニュースの共通点や相違点を見
出す。
○ステップ５（まとめ）
　「番組の送り手は、受け手にどのようなメッセージを
流すのか」、「テレビが意図した方向に意識を引っ張ら
れた・誘導された」、「では、どうすればそうならない
か？」。“受け手”の価値観や立場によっても、番組やニ
ュースから受け取られるメッセージが異なることも示唆
する。
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の授業への期待を寄せていた。
　また、以前にICTサポーターと教育実践総合センター
スタッフの支援による映像制作の授業を受けてきた児
童もいたために、実体験を交えて活発に意見が出され、
授業自体は計画通りに進行した。
　この授業には、グループ内に保護者の方々も入って
いただいており、保護者と子どもたちが一緒になって
TV ニュースの分析をおこなうことができた。TV を見
るのは主に家庭内であり、保護者と児童で、ニュース
の報道内容の違いについて検討し、TV 局の意図につ
いて共通理解できたことは、本授業の大きな成果であ
ったと考えられる。
　この授業終了後には、教育実践総合センター・附属
小学校教員をはじめ、教材製作者や総務省、そして保
護者の方々を交えての会合を設けた。メディアリテラ
シー教育は、学校内での指導だけではなくて、普段メ
ディアに触れることの多い家庭においておこなうこと
が効果的である。そのためには、保護者の方々に、メ
ディアリテラシー育成のためのポイントを把握しても
らうことは重要であり、このような機会を設けること
ができた意義は大きい。
　なお本事例は、総務省の事例集※２にも掲載される
ことになり、メディアリテラシー教材を効果的に活用
した授業実践のモデルとして高く評価されている。
５． 附属小学校と教育実践総合センターとの連携につ
いての総括
　今回は、情報教育およびＩＴを活用した教科学習に
おけるサポート要員として教育学部学生が附属小学校
へ常駐する ICT サポーターの試行的導入について、IT
利活用促進キャンペーン（文部科学省）の共同開催、
メディアリテラシー教材を活用した授業実践（総務
省）の３つの連携事例を取り上げたが、このほかにも
情報環境整備のための企画書を共同策定したり、その
導入において技術的支援をおこなってきた。
　つまり、附属小学校とは、教育の情報化の基盤とな
る情報設備の構築から、実際の授業実践レベルまで幅
広い連携を展開してきたといえる。また、附属小学校
と教育実践総合センターの二者間だけではなく、教育
実践学教室の学生、教育学部教職授業の受講者をはじ
め、県教育委員会や地域の公立学校までを連携の輪に
引き込むことができた。さらに、「IT利活用キャンペー
ン」（文部科学省）および「メディアリテラシーの授業
実践の実施」（総務省）に関しては、地元メディアでニ
ュース報道されるなど、話題性のある取り組みとして
取り上げられている。
　これらの取り組みが一応の成果を収めた要因にはい
くつかの共通点が見出される。もちろん、すべてにお
いて率先して協力を得られる情報部担当教員・管理職
の存在は言うまでもないが、以下の４点に関しては特
に連携の成功要因であったと考えられる。
・ 普段から実習生を受け入れたり、学校外からのゲス
トティーチャーや教育ボランティア等も多数学級に
入り込んでおり、子どもたちが担任以外の指導者に
よる授業に慣れていること。
・ 附属学校の先生方は、学生指導に慣れており、また
学生への指示の仕方にも慣れていること。
・ IT 活用授業、情報関連授業においては、子どもたち
にまったく抵抗感が見られず、例えばコンピュータ
の画面をプロジェクターを用いて大画面で投影して
授業をするといった場合、通常は先に「物珍しさ」
が先行してしまって、そこで提示される情報の中身
よりも、そういった授業自体に沸いてしまう。しか
し、附属小学校の子どもたちは、比較的そういった
タイプの授業に慣れているために、すぐに授業内容
を深めることができた。
・ 附属学校の先生方の授業スタンスが、一斉授業形態
に偏らず、普段からグループ学習や柔軟な思考を引
き出す形態の授業を実施していること。
　このように、連携のためのレディネスともいうべき
状態が子どもたちにも先生方にも既に備わっていたこ
とが様々な連携における大きな成功要因であったと考
えられる。
　とはいえ、今回の連携活動を振り返ったとしても、
ICT サポーターにおいては、教育実践総合センターの
後ろ盾がなければうまく機能しないし、デジタルコン
テンツを効果的に活用した授業の研究やメディアリテ
ラシー育成の授業実践についても、附属学校の教員は
その実施についての素養を持ち合わせてはいるが、通
常の授業研究を抱えた状況ではなかなか自主的には進
まないことが予想される。
　また、今回のような単発的イベントを実施したり、
間接的に学生を派遣して支援するだけでは、学校全体
の情報教育カリキュラムの構築までは踏み込めない。
学校全体の系統的な情報教育カリキュラムはもとよ
り、学年における年間指導計画、情報教育をどのよう
に位置づけるか、または効果的な IT 活用授業をどの
教科のどの単元で実施するかにおいても確定はできて
いない。
　もし仮に、系統的な情報教育カリキュラムが構築さ
れていたり、IT 活用の授業単元が固定されていると、
その評価方法の研究や効果の測定といった授業研究レ
ベルでの連携ができるようになってくるし、サポート
学生に対する学内での指導を徹底しやすくなることは
確かである。
　ただ、新たにカリキュラム全体を再構築しなくて
も、既存の総合的な学習の時間における取り組み等を
うまく組み合わせることで、そういった年間のカリキ
「教育の情報化」に関する附属小学校との連携事業報告
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ュラムを構築することは可能ではないと考えられる機
会が多々あった。
　一例を挙げるが、附属小学校では４年生の宿泊行事
として高野山合宿を予定しており、ここでは、高野山
小学校との交流も毎年実施されている。そのために、
事前学習として高野山についての知識を深めたり、高
野山小学校との対面交流に向けて、手紙やビデオまた
は電子メール・電子掲示板等で事前交流をおこなって
いる。こういった取り組みに、情報教育の目的をきっ
ちりと位置づけて実施することで、自ずと情報教育の
カリキュラムが構築されてくるはずである。また、教
科学習においても、既に効果が立証されている教育用
デジタルコンテンツを活用した授業実践事例の洗い出
しをおこない、各単元で活用する場面を事前に想定し
ておくことも可能なのではないだろうか。
　そのためには、膨大なリサーチや授業設計の時間を
費やすことになるが、そういった場面で教育実践総合
センターが資料提供をしたり、共同で検討・協議を重
ねることができれば、さらに一歩進んだ段階に入るこ
とができるのではないだろうか。また、「情報活用の
実践力」の測定方法の研究や、IT 活用の効果の比較
検討等、なかなか担当教員単独では困難な部分におけ
る共同研究が実施できる可能性が広がることは間違い
ないだろう。
　また、そうなれば、ICT サポーターの位置づけも自
ずと重要になると予想されるが、情報教育の授業実
践・IT を効果的に活用した授業実践にかかわる機会
が増えることは、学生の情報教育指導者としての力量
形成に影響を与えることは間違いない。
　結局、本格的な情報教育やコンピュータを効果的に
活用した授業を受けてきていない学生たちにとって
は、情報教育＝コンピュータ操作の習得という図式は
どうしても消せない。一般学生に対して、教職関係の
講義だけでは到底その図式を覆させることはできない
ばかりか、専攻学生でも情報教育の正確な理解ができ
るようになるまでは長期間を要する。また、実際にそ
ういった授業を目の当たりにして定義づけしないと情
報教育の目的に気がつかない場合も多い。
　そういった点から、ICT サポート学生の数を拡大さ
せ、教育実践総合センターのバックアップの元で、多
くの情報教育の授業実践に係わり、自ら教員になった
際に活かせるようにすることは重要であることは間違
いない。
　そういった経験が無い場合は、自分が受けてきた授
業を「再生産」することしかできず、ポイントをおさ
えた情報教育や効果的なIT活用授業の実現には程遠い
情況で教職に就くことになってしまう。
　ただ、ICT サポーターをうまく機能させるためには、
他の教育ボランティアとは異なり、多くの配慮やバッ
クアップが必要であり、レールを敷くだけではうまく
機能しないことはこれまでの情報教育関連のボランテ
ィア活動からは明白である。
　ICT に関するサポートは、あまりに多岐に渡り、専
門性も要求されるために、自分が役立つかという不安
感を持つ場合が多く、未だに学生の自主的な活動が見
込めず、学生数も拡充できないでいる。例えば、タイ
ピング練習や名刺作りなど、遊び半分でコンピュータ
に慣れ親しむ段階の授業であっても、通常使うソフト
ウェアではないために、分からないことを聞かれたら
どうしようか、トラブルになったときに対処できるだ
ろうかといった不安から、専攻学生以外にはほとんど
広まっていない。
　現在、この ICT サポーターを拡大するために、教育
用ソフトウェアのインストラクション講習を附属小学
校やソフトウェア会社と共同で実施したり、教育実践
総合センターに小学生用の教育ソフトウェアを揃えた
りと多様な指導体制を固めつつある。今後の実施体制
の拡充と学生による自主的な活動に期待したい。
６．おわりに
　附属小学校と教育実践総合センターによる情報関連
分野における連携は、本稿で取り上げた連携事業以外
の情報環境整備の面においても密接にかかわり、貢献
してきた。実際の授業実践を想定し、教育現場のニー
ズから情報環境を設計することができたために、自ず
と活動が促進されるようになった。これは、学校側だ
けでは判断しづらかった情報環境の構築に関する仕様
を、全国的な動向を見極めながら、共同で設計するこ
とができたという点も大きい。
　また、本稿で述べてきたように、ICT サポーターに
よる人的支援体制および各種連携授業による取り組み
はいずれも成果をあげてきた。やはり、今後の大きな
課題の柱は情報教育のカリキュラム構築にかかわるこ
とであろうと考えられる。特に、学年をまたぐような
系統的なカリキュラムの構築においては、附属小学校
教員全体の協力・理解、研究目的等に一致が必要であ
る。まずは、各学級や学年でモデルケースを設けるな
ど、足場を固めるところから実施していくことになる
と考えられるが、そのためには教育実践総合センター
側でも現状の附属小学校のカリキュラム分析、研究目
的等をさらに把握し、双方が歩み寄る必要があるだろ
う。
【参考資料】
※１　総務省制作メディアリテラシー教材
http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/top/hoso/
kyouzai.html
※２　メディア･リテラシー教材の普及･啓発に係わる
調査研究、財団法人未来工学研究所（平成 18 年３月）
